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アキアカネ保全にむけた水田の中干し実施日の推定をおこなった。メッシュ平年値2010で示された気温および日射量データを用いて、宮城県

内の1kmメッシュでの水田水温の推定をおこなった。推定水温、水入れ最盛日から仮定したアキアカネ卵の発育ゼロ点、有効積算温度から孵

化日と10齢到達日をメッシュ単位で予測した。さらに現在の虫干し開始日と10齢到達予測日の差から求めた虫干し延期日についても示した。

予測結果のGISでの表示は、環境に配慮したアキアカネの保全を目的とした栽培管理区域の選定に有効である。
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アパート・マンション等の賃貸情報は不動産取引会社等のWebサイトで広く公開されており, 容易に入手することができる. しかし賃貸物件は,

面積・築年数・構造などの不確定で地域性と関係のない属性を持つことから, 地価のように賃料を場所に紐づけることは容易でない. 本稿では,

ビッグデータ（大量の賃貸情報）とディープラーニングを活用して賃料モデルを構築し,任意地点において定量的に賃料推定したのち,地図上で

可視化する手法について述べる.

Ͻз˔рϱрТжρEco-DRRτ ΰθἝ χꜛ ←ᵲ
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Eco-DRRは｢生態系を活用した防災・減災(Ecosystem-based disaster risk reduction)｣の略であり，生態系と生態系サービスが危険な自然現象

の緩衝帯・緩衝材として用いられ，食糧や水の供給などの機能が人間や地域社会の自然災害への対応を支える考え方である．本研究では，熊

本地震で被災した集落，農地，景観地の実態を収集･分析し，自然災害発生パターンの解析によりEco-DRRが熊本地震被災地でどのように機能

したのかを明らかにする．

КАЕм˔ϼτ ΰθự ᴞ χἋḧ

ⱪỜ ◊, ᴀḤ ἵԁ

本研究では、近世城下町を題材に、絵図などの限られた史料から城下町の空間的構造を検討した。具体的には、近世の高知城下町と高崎城下

町を事例として、限られた時点の絵図や復原図だけを根拠に、城下町を構成する「町」の隣接・接続関係を抽出して、これにネットワーク分

析の手法を適用した。その結果、少ない史料に基づく分析から過去の地理空間の性質を定量化し、またその変遷を時空間的に推定・補完でき

ることがわかった。
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文科省地震調査研究推進本部によると、M7クラスの首都直下型地震が発生する確率は30年以内に70％程度と予測されている。都心にある多く

のキャンパスでは、建物密度も学生密度も極めて高く、また教室も高層建物内であることが多いため、その防災対策は大きな課題である。本

研究では、青山学院大学青山キャンパスを事例にとり、高層建物にある教室から避難する人間行動をシミュレーションして経路ごとの避難者

数を定量的に推計し、経路の容量を越して事故が起こりそうな危険場所を指摘する手法を提案する。

ỘЈрЂІϬ Μθ—⌠ ṏ χἋḧὓ Ὂↄ

 ὁ , ᴱ  ṝ

日本農業の超高齢社会化に伴い，耕作放棄地が増加してきている．本研究では，農林業センサスおよびGISと空間計量経済分析手法を用いて，

耕作放棄地の空間パターンや経済的価値，空間スピルオーバーを分析する．農林業センサスのパネルデータに周辺環境やアメニティ情報を結

合し，周辺環境やアメニティの違いによる耕作放棄地の価値や空間パターンの差を明らかにする．その結果に基づき，耕作放棄地の有効な活

用法を検討する．
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近年，土地利用の効率化，細街路の解消，道路網などのインフラの維持管理の効率化を図るために，都心部における大街区化が進行中であ

る．また，郊外部においても，計画的な都市の縮退とインフラの維持管理の効率化を図るために，道路網は縮小されることが想定される．と

ころが，街区総数と道路延長の関係は十分に解明されていない．本稿では，規範的な平面分割モデルとしてボロノイ図に着目し，道路延長と

街区総数の関係を理論的に考察した．主な結論はつぎのとおりである．第一に，ボロノイ辺長の総和による道路延長の推定精度を東京23区の

町丁目毎に検証した結果，59.1%の町丁目において，-0.15以上0.15以下の相対誤差で推定できることがわかった．第二に，街区総数による道

路延長の推定精度を検証した結果，64.1%の町丁目において，-0.15以上0.15以下の相対誤差で推定できることがわかった．従って，街区総数

による道路延長の推定精度のほうが，ボロノイ辺長の総和による道路延長の推定精度よりも高い傾向にあることがわかった．

Web-GISϬ Μθ ὓ χ Ộ◦כЄІГЭχ 
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2020年から学習指導要領が改訂され、高等学校社会科においては「地理総合」が新設され必修化される。さらにその内容にGISの利用が盛り

込まれることが決まった。高等学校社会科の先生方は専門とされている分野が様々であり、現在タブレットを用いて授業されている先生方も

増えてきているものの、苦手な方もいらっしゃることが予想され、いきなり盛り込まれても授業をするのが難しいのではないかと考えた。そ

こで地理の授業の中にある統計地理分野において、Web‐GISを利用した授業の支援システムとして３Dの資料集のような教材を作り、どのよ

うに授業内で使えるかを示す。先生方へ向けたシステムとして最初は構築するが、これをWebアプリ化することで、授業を受けている生徒が

授業の復習に使えるようにし、またパソコンを用いた地理の授業を展開できるようにする。

О˔ЊрЕзАФϬ― ΰθ Ӿ☼ χ χ ᴣ

₪  ὃ , ╦  ᴤ ◓

近年のわが国では、経済・社会環境の変化に伴い、両親が共働きをする家庭が増えたため、少子化が進んでいるにも関わらず、保育施設の需

要が増加している。そのため、保育施設や保育士が不足しており、入所希望をしたが、満員で入所できないという待機児童問題が生じてい

る。待機児童問題は特に大都市圏で生じている。両親が共働きをする際、子供を施設に預けなければ安心して働くことができないため、待機

児童問題を解決する必要がある。しかし、国や地方自治体もこの問題の対策に取り掛かっているが、未だ解決に至っていない。本研究は、GIS

を用いて、「対象となる年齢の人口分布」に、人口の分布のみでは解決は難しいため、「送迎行動に着目したパーソントリップ」を加えた二

つの観点から保育施設の配置の評価方法を提案することを目的とする。評価対象地域は東京都調布市とし、保育施設の不足地域を抽出するこ

とにより、待機児童問題の解決に貢献する。

√ χ︣ ḧ ᶓ ˔ ἷ √ ︣ χ  τϚΪθᾁ ˔
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地理的犯罪予測，すなわち，都市内の比較的狭い領域における将来の犯罪発生リスクを予測する手法は，日本でも昨年，京都府警が試験運用

を開始するなど，わが国でも関心が高まっている．しかしながら，日本の犯罪発生水準は，諸外国に比して著しく低いことが知られており，

欧米で生み出された予測手法が，わが国において有効に機能するかは，定かではない．本研究は，欧米で考案された予測手法をいくつかの系

統に分類したうえで，国内のデータに適用，予測精度等を評価し，どのような手法が日本で有用であるかを明らかにする．さらに，今後日本

の状況に特化した手法の開発にむけた方向性について議論する．

ᶘ χϯϼГϰУʾж˔ИрϽϬ◦כβϥˮϘκξΨϤЫАФ˯χᵫ
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大学生の都市・地域計画のアクティブ・ラーニングを支援するために、PCとスマートフォンから、POIを投稿し、このPOIを選択表示した地図

を埋め込んだ記事を投稿するCMSの「まちづくりマップ」をWordPressで開発した。登録した300名の学生が「まちづくりマップ」を使い、

地域調査レポートやキャンパスの樹木図鑑の作成を行う複数の授業を通じて、協働学習の方略を設計した。これを元に、学生が使いやすく、

一般の人が見やすい改良を加えている。

◕Ỹ ЄрЩи χ ⁯ ₰Ὣᴮχἱΰ ότἋḧ ᴦ♪ᴟχ♯“ρ ӽ ϒχ ᵫ ˔ ◕Ỹ χ ʾᴸʾ ʾậ ˔
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現在，全国1,700余の自治体の殆どは「市区町村の木・花・鳥・魚」などと銘打って、地域（郷土）の自然や景観、農林水産物等の中から，代

表的な動植物種をそれぞれ独自に選定し，公表している．本研究では、地域分析の一つの切り口として，これらの「市区町村シンボル選定

種」に注目し，全国の自治体における選定状況の実態調査，並びにGISを用いた空間的可視化を通じ，結果から傾向を捉えることを試みた．

Ἕ ← τΣΪϥжрЖІϾ˔Фτḩβϥᾆẕ
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本研究では、昨年4月に発生した熊本地震に対して、熊本地震被災地における復興に対する自治体の動きをランドスケープの側面から分析して

いく。方法としては、熊本県下全45市町村に対して震災復興計画の収集・分析を行い、復興計画の実施によって生じる景観変化をGISを用いた

分析を通して地理情報として把握する。更に、景観変化が大きい地域は３Dプリンタを使った立体地図を作成し、地域住民による評価を実施す

る。

ECO-DRRχ♪ Τϣᾋθ ›←ᵲ χ ᴣ˕Ἕ ᾉϬⱧ ρΰο˕

 ,  ◓, ♀  Ҷ

本研究では、2016年４月の熊本地震と6月の豪雨災害が発生した熊本県内の市町村に注目し、地震と豪雨の発生データ、並びに災害発生データ

を収集し、それらのデータを元に土地利用と複合災害の関連を分析し、リスクを明らかにする。そして、Eco-DRRの視点から生態系サービス

の減災効果を評価し、複合災害の影響範囲と比較することで、自然資源の利用方式を検討し、効果的な減災方法を明らかにする。

≤ᾉ ◕ᾗᾖ τΣΪϥἪ χ ἷ

 Ṡ,  ◓

長崎県対馬の農村集落には現地で「コヤ」と呼称される倉庫が多く見られる。この倉庫の特徴として、群倉(倉庫群)が形成されていることが挙

げられるが実態が明らかになっていない。本研究では対馬市南部の厳原町における群倉の実態を明らかにする事を目的として調査分析を行っ

た。群倉の立地や形態を記録した現地調査を元に立地と形態に着目してコヤの類型を分類したのち、GISを用いて群倉が設けられている土地の

地質や植生の分析を行った。

GISϬᶨ ΰθẶ χḚה χ τḩβϥᾆẕ

 `,  ◓,  

農体験は、様々な側面から実施による効果が検証されており、農園の開設数も増加している。一方で、維持管理の難しさなどから継続性など

における課題も増えている。そこで、本研究では福岡県福岡市室住団地の農園予定地において、GISによる管理手法を検討し、管理法の利便性

を向上させることを目的として研究を行った。具体的には、区画の位置情報と利用者の活動情報を一元化して把握出来るシステムを構築し、

被験者による評価実験を行った。
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GIS based groundwater potential mapping using Frequency Ratio and Shannon's Entropy models in Herat city, Afghanistan

Gesim Nasir Ahmad, ᴎ≤ ӧ

The purpose is to produce groundwater potential map using Frequency Ratio and Shannon's Entropy models in Afghanistan. 11 effective

factors such as slope percent, slope aspect, altitude, NDWI, NDVI, plan curvature, profile curvature, etc. were considered in this

investigation. By using the above conditioning factors, GPMs was generated implementing FR and SE models. The predictive capability of

FR and SE models were determined by the relative operating characteristic curve.

Ἃḧ ὓϬ Μθ ᵰ⁯ ḢΊ ϼжІЌ˔ ʿ ᵤ χⱧ
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本研究は、北海道地区を事例に、空間統計を用いた訪日外国人観光のクラスター分析を行う。北海道観光入込客数調査報告書の市町村別・月

別（国別）訪日外国人宿泊者数データや国土数値情報の観光資源等のデータを用いて、季節変動などの外的要因による北海道観光の変化や国

籍別観光行動パターンを把握する。さらに、特定地域への宿泊行動に影響を与える訪日外国人特有の決定要因を探ることによって、日本の観

光政策や地域間経済連携政策に寄与したい。

ῖ ₰◊ Ϭ Μθẛ Ằ◕ χODῖ

 , ╦ ˢD-2-1ˣ

本研究では，大正後期の東京で行われた交通量調査の統計史料を用いて，当時の東京市中心部のOD交通量を推定する．OD交通量の推定に

は，交差点の分岐率と発生交通量のみからOD交通量を推定可能な吸収マルコフ連鎖モデルを用いた．また，既存の交通量調査地点のみでは地

点数が少なく十分な道路ネットワークを形成できないため，分岐率を未知とする仮想の調査地点を複数配置し，進化計算手法のひとつである

遺伝的アルゴリズムを用いて最適な分岐率へと収束させ，OD交通量を推定した．

ӽχ ᶨḕẽΥ ϒχӱ Ӫΰτẉϖβֲố - ᾝ ρ χ ᶨḕẽ ᴣϞᶆ‮ χ ♪ τ ΰο ²
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本研究では、Webアンケートにより得られた全国的なデータを用いて定量的な分析を行い、出身地への移住意向に影響を与える生活環境項目

を抽出する事を目的とする。分析では、現住地と出身地の生活環境の評価を考慮した定量モデルを作成し、移住意向への影響が大きい生活環

境項目の抽出と、各項目の地域差の発生しやすさを把握する。また、各項目の重視度を用いた分析も行う事で、人々の評価意識構造との関連

についても検討を行う。

־ ЄІГЭ ᴂ ˰ Φ ΦЫАФ˱χ ὓ

ᾖ  , ԅ  “,  , ᴎ ˢD-7-3ˣ

先行研究で開発した野外調査記録作成支援ソフトウェア『聞き書きマップ』（原田ほか 2011, 2013, 2015）の学校教育現場などへの普及を図

るため、準天頂衛星システムに対応した単一の端末装置と組み合わせて使用する、新たなバージョンの設計を行った。安価に出回っているス

マートフォン用パーツを活用し、ハードウェア側とソフトウェア側とで負荷分担を最適化することにより、学校現場などの現有パソコンと、

消耗品として購入可能な持ち歩き用端末装置とによる、準天頂衛星システム対応版『聞き書きマップ』の実現の見通しが得られた。

ⱲτΣΪϥὮʾ ʾⱲᾢέρχṑ ₉ ᶘ Ϭ βϥЄІГЭρζχ

 , ᴎ , ᴎ  “

首都直下型地震が想定される地域の、大学の防災対策は重要である。本研究ではどの月の、何曜日の、何限に大地震が発生した場合、どの教

室に何人の学生がいて、そのうち何人が帰宅困難者となるかを、内閣府の中央防災会議による帰宅困難者算出方法を用いて推定し、その結果

を図示するシステムを大学と協働して開発した。その適用例として本システムを青山学院大学相模原キャンパスに使用し、帰宅困難者の概数

を推定した。

ὲῴ Ϭ ρΰθ֫ ם  ЄІГЭχכ◦

 , ᴱᾖ ԁύ, ╦  ᴤ ◓

日本では国民の医療費の増加が問題視されており、今後も増加することが予想される。厚生労働省は、健康日本21第2次において、健康の維

持・増進のための目標のひとつに日常生活における身体活動の増加をあげているが、運動を継続的に実践するための手段が確立されてない。

近年、情報処理技術の発展に伴い、地図のデジタル化や位置付きの情報を地図に反映することが可能となった。また、携帯情報端末も普及

し、クラウドコンピューティングの環境が整備されたため、様々なウェブサービスを幅広い世代で容易に扱うことができるようになった。そ

こで、本研究はGISを用いた運動実践支援システムの構築を目的とする。対象地域は調布市とし、１）ウォーキングを安全かつ体力レベルにあ

わせて行えるルートの推薦、２）ウォーキングを行う上で必要な高度や距離情報を組み込む。本システムを利用し、地域の特徴を活かした健

康づくりとコミュニティー強化を目指す。

Ϸ˔ФрД˔ЌϬ ΜθϼзϵϱГϰУ▀ỘχϷТϰІ τḩβϥᾆẕ

שׁ  ◊ , Andrew Burgess, Ӡ   

クリエイティブ産業がオフィスに求める機能は従来のものと異なり,従来考えられていなかったエリアでオフィス需要が拡大している.本研究で

は、本産業の集積地として知られるニューヨークマンハッタン区を対象とし,本産業の集積特性と建物特性を解明することを目的とする.Webス

クレイピングにより得た米国の事業所電話帳「Yellow Pages」の企業情報とニューヨーク市の建物地理情報「PLUTO」を使用し,業種ごとの集

積の特徴を把握する.

ᵒῐ ☼ ϒχϯϼЈЄРзГϰρ◕ ӡχ ᵒῐ

 ԁ, ᴱ  ṝ

本研究は、介護予防施設へのアクセシビリティと市区町村単位の要介護度との関係を分析する。2006年に介護度保険制度改革の一環で、介護

予防を重視した政策が導入された。介護予防施設へのアクセシビリティの計算には、Luo and Wang(2003)のTwo-step floating catchment

area method（2SFCA手法）を用いる。さらに、介護予防施設の利用による予防効果を市区町村ごとの要介護度で説明する。

ᵤḰτΣΪϥ“ ΣϢόӹיּ ┤χθϛχGNSS Ṑχ ᴣ

ᾥᴒ ,  ᴨ,  ᶘ, ה  , Ỳ  ˢC-2-1ˣ
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宮城県閖上地区の海岸では東日本大震災の行方不明者および遺留品捜索のため、航空機搭載レーダと地中レーダを用いて砂中の埋没物の推定

が行われている。航空機搭載レーダ画像から現地で埋没物を推定するためには位置精度は重要である。本研究ではハンディGNSS 受信機の測

位精度を、基盤地図情報をもとに幾何補正した高分解能光学衛星画像から読み取った基準区間を、実際に歩行しながら測定することによって

評価した。その結果、受信する衛星の種類や数による測位精度への影響が確認された。

ОЌ˔рτ ΰθ Ộ χὊↄᴣ ᴣ

 ὄ

商業集積の階層構造の研究では、商業集積の階層によって顧客を惹きつける範囲が異なる事が示唆されている。本研究は、階層別に商業集積

の経済価値を評価することを目的とする。そのためにまず、先行研究をもとに商業集積の階層構造を整理する。次に、ヘドニック・アプロー

チを用いて、階層別に商業集積がどの程度の範囲の周辺地域にどの程度の経済的な便益を及ぼすかを測定する。

ⱧỘ ϬḯϚ ṛ ḼỘḧ︡ԏД˔Ќρ ṛ Д˔ЌϬ Μθ ӽḧⱢ χ

╦ ⁞ ᾖת , ╦ ,  ᵒˢC-6-1ˣ ≥שׁ ,

本研究では民間信用調査会社が提供する大規模企業間取引データと大規模人流データを用いて、実体経済における地域間の資本流動を精緻に

推定する手法について検討を行う。既存研究においては本社情報のみを用いた地域間資本流動推定は試みられていた。そこで本研究では、各

企業の事業所データも利用し、企業間の資本流動である中間投入と消費を精緻に推定することで、実態に即した地域間資本流動を再現する手

法を検討した。

Ⱳḧ ῢ τṁξΨ ◕Ἃḧ  χ Ӄ ˕ЯНϱиἋḧ ὓχᶨ ˕

ᴸᴎ ,  ,  ὃ◄

ビッグデータの一つとして、モバイル空間統計と呼ばれる携帯電話の位置情報から把握される滞留人口データがある。本研究では、このモバ

イル空間統計を用いて、京都市を対象に、一日の時間別滞留人口分布を性別・年齢別に分析し、都市空間の利用され方を明らかにする。クラ

スタリング等によるデータ分析の結果、デモグラフィクスによる空間利用の差異や都市空間構造の多面性が浮かび上がってきた。

Д˔ЌϬ ΜθⱲὉ ШАЕІЪАЕ

ᴎ , ῲ ` , ᴎ  “ˢB-2-2ˣ

店の出店や閉店の戦略をたてる立地マーケティングにおいて、地域の店の盛衰状況動向を分析することは基本的な分析である。そこで、本研

究では、電話帳データを活用した、盛衰のホットスポット及びクールスポットを発見する手法を提案する。具体的には、東京都渋谷区内の各

４分の１地域（２５０ｍ）メッシュにて全店舗、開店、閉店、継続店に関する時系列ホットスポット及びクールスポットを見つけていく。

ᵤЕжТẢ Ϭ ΰθ◌⁯ ӽ ừẍ τḩβϥⱧ ᾆẕ

 ԁ, ╣Ῠ ᵒ, ᴎ  Ὺ ˢB-6-5ˣ

本研究では，四国地域を対象に南海トラフ巨大地震に関連する災害情報の可視化と，複合災害を考慮した緊急輸送経路の提案およびその効果

について考察した．道路網は，各県が設定した緊急輸送道路をGIS上で加工し，起点である香川県高松市から目的地である終点（徳島県・高知

県・愛媛県の防災拠点）への最適なルートを探索した．最適なルートの設定にあたり，津波冠水高は0.8 mを上回ると通行不能とし，道路上に

潜在する土砂災害や液状化の被災リスクを加味した計12シナリオを作成した．得られた結果は，各経路上の地理的特徴，シナリオ別での総移

動距離の差異や被災リスクの高さの観点から評価を行った．

‰ ᾉχ☼ ὛϬה ρΰθϼз˔ИрϽϼкАФχ ∕ ᶏ ρ ☼ χЄЬвй˔Єдр

ᴎ ,  ṝ ,  , ╦  , ֶ  ֽ , ᾖ 

高知県では沿岸部を中心に施設園芸が盛んである。施設園芸では一般的に施肥量が多く、また一部の地域では湛水除塩を行なうため、余剰窒

素による地下汚染の危険性が高くなっている。そこで、湛水前に吸肥能力の高い作物（クリーニングクロップ、以下CC）を栽培することで余

剰窒素を吸収させる試みが実施されている。本研究の目的は、高知県の施設園芸を対象として、CCの潜在的な収穫量と、それらを処理する施

設の配置をシミュレーションすることである。はじめに、2005年の農林業センサスにおける旧市町村を単位として、CCを導入可能な作物の作

付面積を算出した。それを衛星画像から抽出した園芸施設へと分配することで地域ごとの潜在収穫量を求めた。続いて、収穫されたCCをJAの

集荷場に収集することを想定して、道路や集荷場の位置の情報から各集荷場に収集される量を算定した。さらに、集荷場のうち1ヶ所か2ヶ所

にCCの処理施設を配置すると仮定して、各集荷場からの運搬コストを評価指標として、処理施設を配置する集荷場を選択した。求められた最

大収穫量は湿重量で67900トン、また処理施設は県中央部の1ヶ所か、東西に1ヶ所ずつであった。

GISϬ Μθ ⁯ ЗРχРАϽД˔Ќᵔ

 , Ԁ  ᾙ

Excel VBAによるプログラミングによってブラウザInternet Explorerの自動制御を行い、2015年4月より農地情報を公開し始めた新しいデータ

ソースである「全国農地ナビ」から、新潟県の1区1市1村の全農地19万9462筆のデータをネット上からExcel上に落とし込んだ。そのデータを

用いて、GISでバッファを用いた分析などを行った。この分析を通じて、既存の研究では経営体単位・集落単位でしか把握できていなかった圃

場の分散状況などについて、市区町村レベルで現状を把握できた。

ḼỘḧ︡ԏД˔ЌρⱧỘ Д˔ЌϬ Μθ ӽḧⱢỲ χ

⁞ ᾖת ᵒˢC-6-2ˣ ≥שׁ , ╦ ,

本研究は、民間信用調査会社による企業間取引データと事業所データを用いて、全国規模で資金流動の実態について推定を行い、既存統計と

の比較によりその信頼性について検討するものである。既往研究では、各取引データより本社間の取引実態を把握した例が存在するが、本研

究では、事業所データを用いて企業間取引データを事業所単位に分解することで、より精緻な資金流動の実態に関する推定手法の検討、およ

びその信頼性の検証を合わせて行っている。

ự τϙϥ ᵊήϦθ ᾭχ 

 Ύ
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近年、歴史時代や歴史資料を対象にGIS分析を適用する研究事例は増加してきている。そのため、過去の地理情報を直接的に取得することがで

きる絵図・古地図は重要な資料と言える。しかしながら、出版図については、その歪みが大きいことが知られている。本稿では、こうした出

版図の歪みとその経変的な変化を把握することを目的とする。そして、構図の把握や類型・系統の分析方法の一つとして、GISの援用が有効で

あるのかを検証する．

ϱрЖτΣΪϥ ṍФк˔УД˔ЌϬ ΜθЌϼЄ˔χְỘ“ τḩβϥ

∩  ◓, Ỳ  , Ashutosh Kumar, ḩ  Ṱ ˢD-2-2ˣ

インドの諸都市では交通渋滞が慢性化し、深刻な問題となっている。インド都市部ではタクシーは中流層のポピュラーな移動手段であり、最

適な渋滞緩和施策実行のためにはタクシーの挙動を知っておくことが必要である。近年タクシーの挙動分析にはプローブデータが用いられる

ことが多いが、途上国での研究事例は少ないのが現状である。そこで本研究では、プローブデータを用いてインドにおけるタクシーの営業行

動について分析する。

ІЛ˔зЋ˔ЕτΣΪϥGPS Ϭᶨ ΰθ Ӄρ χᾁ

ᾖ ″, Ỳ ᵒˢD-6-3ˣ ≥שׁ , 

大規模なスノーリゾートにおいて，スキー・スノーボーターが目的地までの到達経路を見失うことや，予定していた時刻に入山時の駐車場や

宿泊地に戻れなくなるトラブルが発生している．原因として，リフトとゲレンデ間の複雑な接続，雪面の傾斜による一方通行，ゲレンデ滑走

時間の予測が困難なこと等が挙げられる．そこで，実際の滑走者のGPS移動履歴を収集・分析し、より実態に即した移動時間を推定し，ゲレ

ンデ内ナビシステムへの応用を検討する．

Is there any seasonal trend in restaurants?

 ῷ ,  Ύ

This study will examine whether there is any seasonal trend among restaurants using data from the restaurant review web site, YELP. The

study will also examine how YELP reviewers comment on restaurants (e.g., which positive and negative words they use) by text mining

and mapping.

Ϸ˔ФрІЕз˔ЕЫАФχ Д˔Ќ ל ᴣρ ӽḧ ᶓ

Ỳ  , ᾭ ԁ, ḩ  Ṱ ᵒˢC-7-3ˣ ≥שׁ ,

オープンな地図データとして整備されているオープンストリートマップは，ボランティアによって整備される性格上，データの鮮度や品質は

必ずしも均質になっておらず，利用者のみならず編集者にとっても任意の地域におけるデータの品質が一定の基準で評価されることが期待さ

れる．本論文では，既往研究に基づき国内のデジタル道路地図（DRM）とオープンストリートマップの道路データの比較を通じて品質評価を

行うと共に，評価結果の地域間比較を通じてオープンストリートマップの活用可能性について検討する．

►ΜθΜ῝ ЕϱйϬ βθϛχЕϱй ρᴦ♪ᴟϯФзϾ˔Єдрχᾁ

 , ᾖ ″,  ᵏ◊, ׁש≤ ᵒˢA-7-1ˣ

公衆トイレの空間分布・機能・衛生状況を把握して可視化することは、子供連れ、障害者、観光客が利用する際の有用な情報となる。本研究

では，GISデータを用いて公衆トイレの空間分布を推定し、パーソントリップをン用いてトイレの混雑度を推定・収集する手法の検討を行う。

トイレ情報をマップに表示することでユーザーに合った公衆トイレを見つけることができるアプリケーションを提案する。

ⱴᵎᾉ ◕ ᶾ Ỹχ Ⱬẽᵦχ ᾕρ χ χᵔ

 

江戸期までの町・村に対応する「大字」を構成する区画である「小字」は、近世以前の文献や古地図に表れ、その土地の過去の履歴や特徴を

把握する重要な手がかりになる可能性がある。しかしながら、近年の区画整理等によりその位置や境界が不明になる傾向がある。本研究で

は、滋賀県大津市の南大萱地区にある小字の境界を、明治期に作成された地籍図や地元の人々に対するヒアリング調査から明らかにし、ポリ

ゴンデータを作成した。このポリゴンデータに、南大萱地区に保存されている区有文書に記載されている各小字における土地の開発と地目に

関する情報を付し、1689年以降の土地開発と土地利用の変遷について解析した。その結果、17世紀後半から18世紀前半の開発は、集落や既存

の農地の周辺の地域を畑地に変え、琵琶湖岸のエリアを農地に変更するものが主であり、18世紀後半から19世紀前半には山手の地域を畑地に

転換する開発が行われたことがわかった。また、土地利用の変遷の解析から、1813年には田地は丘陵の中腹から湖岸にかけて広く分布し、畑

地は丘陵中腹部に分布し、屋敷地は現在のJR瀬田駅周辺に分布していたことが明らかになった。

42 ῢϬ― ΰθ √ ᵲзІϼχ▄ ʾᴦ♪ᴟχ♯ϙʿˮ χ Ϧ˯Д˔ЌϬᶨ ΰο

֗ẋ ῐ, ╦ 

犯罪の被害リスクは，被害の数を，潜在的にその被害に遭う可能性の高いターゲット（人や物）の数で割ることによって求められる．対人犯

罪の場合，通常，潜在的ターゲットの数の指標としては，夜間人口が用いられる．しかし，対人犯罪のターゲットである人間は，時間の経過

と共に空間を移動しており，時間帯や地域によっては，夜間人口は良い指標とは言えない．本研究ではこうした課題を解決する試みとして，

東京大学空間情報科学研究センター提供による「人の流れ」データを母数とする被害リスク算出を試みる．具体的には，ある大都市で認知さ

れた性犯罪を事例に，徒歩や自転車で移動する女性の数を潜在的ターゲットの数とみなしたリスクの算出を行う．これにより，これまでの指

標で明らかとされてこなかった時間や場所における被害リスクの推定を試みる．

אּ τϢϤ⌠ ΰθ3ⱳᾕὓ Д˔ЌρϷиЊᵊ χ ᶓᾁ

╦  

近年の技術進歩により、航空写真から３次元モデルを容易に作成することができるようになった。これまで２次元で確認していた建物や、地

形形状についても、３次元モデルを使用することで直感的に把握することができる。本発表では、比較検討として、撮影時のラップ率の違う

２パターンを使用して、デジタルオルソ画像、３次元モデルをそれぞれ作成し、各データの利点・欠点などを整理し、利活用方法について考

察を行う。

Τϣχ Ⱳᵊ ЯИЌзрϽτϢϥ ◕Ἃḧ χ “ χᾁ ρ
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  ֽᾌ,  , ᶟ╦  , ḩ  Ṱ ˢC-2-5ˣ

本研究では,都市上空を飛行する物体の検出から分類までを行うシステムの提案を行った.低解像度の飛行物体に対応するために,物体の検出・追

尾に関しては背景差分法とトラッキングの1手法であるKCFを組み合わせた.また複数視点から撮影することで3次元軌跡を復元した.物体の分類

に関しては深層学習を使用し,低解像度でも分類が可能であることを確認した.また,実際に六本木にてUAVを飛行する実験を行い,精度の検証を

行った.

ḩ τΣΪϥ χ Ἱ Ὧρ ӽ

David Sprague

関東地方の農業環境において生物多様性を育む景観要素が多く揃う谷津田は生態学者に注目されている。谷津田とは台地を侵食しながら上流

へ向かって枝分かれしていく狭い沢の中で耕作される水田である。狭義の谷津田はある程度の傾斜地と、そこに繁茂する樹林地に囲まれてい

るとされている。本研究では、幅の狭い水田を囲む地形を解析し、谷津田が関東地方の低地や台地において実際にどのような地形と植生の中

に分布しているかを明らかにする。

←τΣΪϥ ẛʾ ọχ ṍᵕ ԍχ ︣ τḩβϥᾁ

₪ ᵒˢD-4-1ˣ ≥שׁ , ╦ ,  , 

地震災害に対するレジリエンスな社会の実現のためには、被害そのものを防ぐことだけではなく、被害を受けた後の復旧・復興についても、

より早期の回復に向けた取り組みが必要である。そのためにも、災害後の早期回復要因を知ることは重要である。そこで本研究では、2011年

東日本大震災における、各地域の被害率と、滞留人口の時系列変化およびインフラの時系列の復旧状況を比較し、災害後の復旧・復興の早期

回復要因の推定を行った。

О˔ЊрЕзАФ ₰Д˔ЌϬᶨ ΰθׄ τΣΪϥ χ Ϧχ Ӄ

 , ṷᴎ ℮, Ỳ  

神奈川県にある大船駅は、鎌倉市と横浜市の境界上に位置し、両市の中心市街地とは離れているものの、JR線、モノレールといった鉄道を中

心とした交通の要衝となっており、人の動きが極めて複雑である。そこで、駅周辺のマーケティングをはじめ、交通計画、サイン計画等に活

用するために、大船駅を中心とした“人の流れ”をダイナミックに時々刻々と変動する人々の動きを面的に把握する調査を実施した。その調査内

容と結果、その分析内容を紹介する。

◕ Ộχם ρ И˔Їχ Ϭ αθ Κϥ ϣΰχםᾝτḩβϥᾆẕ

 ,  ◓,  `

都市農業は「市街地及びその周辺の地域において行われる農業」と定義され、農産物の供給以外にも多面的な役割を果たすとされている。本

研究では福岡市早良区を対象に、農地所有者･自治体担当部署へのヒアリング調査を行い、農地の分布と利用形態等をGISで分析した。更に、

その結果を元に地域内に農園が新設される時の集客圏や農園に求められる形態や機能を明らかにするため、人口分布や年齢構成など各種統計

情報を加えて分析した。

Ằ Ϭ Μθ ṍτΣΪϥ ᴣχⱲἋḧ

 ,  ὃ◄,  ˢB-1-5ˣ

京都には1000年にわたる人為的な土地利用変遷があり、それぞれの時代における地価分布があった。しかし、過去の地価分布状況に関する時

空間分析は、ほとんどされてこなかった。その理由は、過去の地価を示すデジタルデータが存在しなかったためである。そこで本研究では，

デジタル復刻された1912年刊の京都地籍図データを対象にGISを用いて大正期における地価の空間的分布を明らかにする。

ІЧ˔ІЄрЌАϼІ τṁξΨ   ρ ӽ χзІϼ ρχḩἰ

 ỏ,  ,  

本研究は、地域住民が都市空間の中でどのような場所に危険を抱いているのか、都市空間に関わる地理空間情報と地域住民の意識とを用いて

検討する。本研究では、京都府亀岡市篠町の地域住民から、身近な地域において危険に感じる場所や安全に感じる場所に関する意識データを

収集しGISデータ化した。データ解析にあたっては、スペースシンタックス理論に基づく道路構造に加え、傾斜や幅員などの道路特性について

も考慮した。

ὺ τḯϘϦϥ χἋḧ τνΜο

` ῲ ,טּ 

本研究は、建物名称に含まれる地名の拡がりについて調査を行い、それらがどのような要因によりそのような拡がりをみせているのかを明ら

かにした。建物名称を決定するとき、そこに地名が含まれる場合があるが、命名者の判断により地名の選択が行われている。ゼンリン住宅地

図のデータを用いて、経年的に建物名称に含まれる地名の拡がりを観察することは、この選択行動の集合を観察することであり、その要因を

探ることで地域イメージの構成要素を明らかにした。

Ḛ ἋΦᴪχἱΰρ Ỹ ρχ ᴂτḩβϥ―╔

 ῶ ,  ῝Ύ

近年，空き家が周辺に負の影響を与えると問題になっている．本研究では川口市を対象とし，空き家の管理不全を表す指標と地区単位の住環

境特性との対応関係について分析する．空き家に関するデータは川口市空家実態調査の結果を用い，各地区の住環境特性は国勢調査，国土数

値情報を用い，駅までの距離，人口密度等を推計して分析する．結果，各地区の特性から管理されやすい要素を抽出し，今後の市民共同の空

き家管理の在り方について示唆を得ることを試みる．

ᴎᾉᾥᵎ◕ ẋ τΣΪϥ3DЫАФ ꜘτνΜο

ᵰה Ἴ , ╦ 
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福岡県古賀市及び新宮町において3Dマップの表示を行った。３次元データは、地盤高はDigitalGlobe衛星より作成した2mDTMを用いた。建物

等人工構造物はshpファイル形式で格納された3D Vectorで建物高を利用できる。また、表示には50cm解像度のオルソ画像画像を利用した。こ

れらのデータはNTTDataよりAW3D製品として有償で提供されている。ここで、問題になるのが樹木群である。樹木群の高さを除去すると、

オルソ航空写真を貼り付けた場合のリアリティが問題となる。そこで樹木群を判別し樹木が存在する場合は地盤高ではなく樹木高を2mDTMに

採用することにした。しかし、樹木群の自動判別は困難であったため、今回は手動で判別を行った。表示してみると、国土地理院の5mDTMよ

りはリアリティが向上したと思われる。今後は地元自治体や住民と連携しながら防災情報や自然環境保全のための表示等に活用したい。

ᶘ ὀᶘ τΣΪϥGISễӾ

ᴅ  

東洋大学情報連携学部（INIAD）は、2017年4月に東京都北区赤羽台に新設された学部である。4つのコースがあり、シビルシステムコースで

は、ICTやIoT技術とGISやリモートセンシングを活用し、個人と社会のクオリティ・オブ・ライフを高めることを目標に地球環境から地域・都

市環境までを対象としたGISの教育と実習を行う。社会情勢に適合し、将来を見据えた教育のため、具体的な方針と計画に関する情報交換のた

めの発表を行う。

ШЌГϹϱ ẫ τΣΪϥMODISД˔ЌϬ ΜθϼккТϰиa

ḩ  ⅔ ,  ᴨ, ‰Ệ ᵒ,  ԁ־,  

本研究では、ホタテガイ養殖漁場の餌料環境評価に、衛星リモートセンシングデータ（MODIS）を用いたクロロフィルa濃度推定が有効かど

うか検証した。宮城県石巻市の雄勝湾を調査対象地域とし、現地の2015年-2016年の月例定期定点観測の結果と衛星データからのクロロフィ

ルa濃度の推定値をGIS上で比較した。また、湾全体の現地観測データと衛星からの推定値の積算値を求め、両積算値の年変動における同調性

を検証する。

Ἃḧ ὓϬ ΰθ ấ

 Ṇ

計量政治分析の分野では、空間的自己相関などの空間的なバイアスを無視した研究が多く行われてきた。一部では自治体の選挙における分析

において空間統計が用いられているが、国政選挙の分析は十分に行われていない。本研究では、2014年に行われた第47回衆議院議員総選挙

データを用いて空間計量経済学的分析手法を利用した投票行動分析を試みる。説明変数には社会経済属性などのほか政策的な変数を採用す

る。また空間統計指標を用い、地域特性や空間的異質性を定量的・実証的に明らかにする。そして、空間統計を用いることでモデルが改善す

ることを示す。

Space-time cubeϬ ΰθⱲἋḧϸ˔Ки ΣϢόḩ βϥ ᴦ♪ᴟḕẽχᵫ

 

平面の直交2軸を地理座標、垂直方向軸を時間座標として示す時空間キューブ表現は、時空間的な分布・軌跡データの視覚化に利用されてき

た。とくに点的事象の分布傾向把握を容易にするために、時空間カーネル密度推定によるデータ変換が提案され、犯罪や疾病の空間疫学研究

でその有用性が確認されてきた。本研究はその利用を容易とするRを利用した分析環境の開発や関連する時空間データ処理を、具体的な犯罪や

疾病データを用いて提案する。

←ᵲḕẽᾆẕΤϣ ọϘκξΨϤϒὌΩ ọʾ ᶨḕẽ ᴣЄІГЭχᵫ

 , ṷᴎ , ‰  Ӷ,  ῄ, ᾿  ᵾ, ᾭ  ℮,  ᶙ◊

東日本大震災後，被災地における環境動態や環境回復，災害廃棄物の環境への影響評価など，数多くの震災関連研究が行われてきた．こうし

た研究の知見の蓄積により現実的な地域の復興に貢献するためには，地域の住民や自治体にとって有益な情報発信していくことが必要であ

る．そこで，避難住民への地域情報提供や安全・安心の確保，自治体の将来シナリオ設計の支援を目的とした地域情報システムの開発を進め

ている．本研究ではその基礎研究として，種々の地域環境評価と，地域環境データの水平展開し，試作版のシステムへ実装した．

ṛ ϱЦрЕᵫ℗ⱲτΣΪϥ ΰΪχ › ЄІГЭχ 

ӻ , ╦  ᴤ ◓

日本では多くの音楽イベントが行われており、その規模は数百人～数万人のものまで大小様々である。こうしたイベントの際には客の多くが2

人以上のグループで行動しており、イベントの開演前、終演後に合流しようとするため、混雑が長時間に及ぶ。本研究では、こうしたグルー

プに対して、会場近辺以外の最適な集合場所(駅)を提案するシステムを構築することを目的とする。システムの要件として、1）グループの各

個人の自宅最寄り駅及び会場の所在地のデータから集合駅を提案すること、2）Webブラウザ上で動作することの2点を最低限のものとする。

ただし、これらのみがシステムの要件であった場合、どのようなグループでも最適な集合駅がターミナル駅となる可能性がある。そのため、

3）より会場に近い場所がよい、電車に乗らず、徒歩での移動が多くてもよい、などといったグループの嗜好性を考慮した提案をすることも、

システムの要件とする。また、集合駅近辺の飲食店やアミューズメント施設等の情報も、システムのデータベースに加えることにより、シス

テムの実用性を向上させることができる。

←ᵲ ⱲτΣΪϥ Ặ Ϭ ρΰθЊ˔ЄаиЮДϰϯGISχ 

₪ˑ  , ╦  ᴤ ◓
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災害対策として自治体はハザードマップを作成している。しかし、リアルタイムに情報更新を行うことが難しく、災害発生時の情報共有には

適していない。災害発生時にも効率的に情報共有を行うためには、平時に使い慣れたシステムを用いて情報共有が行われることが望ましい。

そこで本研究は、減災のために平時から災害情報の閲覧や投稿を通じて地域住民の防災意識を高めつつ、災害発生時を想定した情報共有支援

を行うソーシャルメディアGISの構築を目的とする。本研究では、災害時にも迅速に本システムを利用できるように、地域知の情報投稿・提供

も平時に行うことでシステムを地域住民に親しみやすくさせる。また災害時には情報過多が予想されるため、行政の提供情報と地域住民の投

稿の災害情報を整理・提供することを可能とする。特徴として、１）地域住民の投稿を可能とし、平時から災害情報や地域知の活用をしやす

くするためにフィルターを導入し、地域住民の様々な活用を支援する、２）災害時における行政の提供情報と地域住民の投稿から災害情報を

提供する、３）カラーユニバーサルデザインを用いて色弱の方でも危険情報を把握できることを可能にする。

ᶘ ẉόζχ ╩ϬΩ ᴟβϥᶘỸ χᾆẕ

╦  ◗, ῲ `

これまで学区の最適化においては、通学距離や児童数を目的変数としてきた。しかし現在、児童数の減少や都市部への人口集中により、学校

内及び学校間の学力格差が問題視されている。そこで本研究では、数理最適化ソフトウェア及びGISを用いて、学力とその分散を目的変数とし

た学区設定方法の最適化手法を模索する。
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